
３ 省庁の垣根を超えた
政府⼀体となった輸出の障害の克服等



［お問い合わせ先］
（1、2の①、②の事業） 輸出・国際局輸出⽀援課（03-6744-2398）
（2の③、④の事業） 知的財産課（03-6738-6169）

【令和４年度補正予算額 948百万円】

＜対策のポイント＞
５兆円⽬標の実現に向け、輸出先国から求められる規制への対応等の輸出のハードルの中でも特に緊急的な対応が必要な取組を⽀援します。

＜事業⽬標＞
○ 農林⽔産物・⾷品の輸出額の拡⼤（２兆円［2025年まで］、５兆円 [2030年まで]  ）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
輸出先国の規制に対応した畜⽔産物のモニタリング検査や残留農薬基準値設定

の申請等を⽀援するほか、海外における品種登録出願や模倣品対策を実施

１．国として対応すべき輸出環境の整備 321百万円

国に対して求められている緊急的な輸出環境の整備に必要な以下の取組を
実施します。

① 畜⽔産物モニタリング検査等に係る体制整備と検査
② 輸出証明書の発給等体制強化

２．規制に対応したオールジャパンとしての取組 627百万円

輸出先国が求める⾷品安全規制等に対応するために必要な以下の取組を⽀援
します。

① インポートトレランス申請
② コメ・コメ加⼯品の輸出に必要な規制対応等
③ 植物品種等海外流出防⽌
④ 海外模倣品対策
＜事業の流れ＞

国

コンソーシアム
育成者権者

(独法、県等を含む)
定額、1/2

（２の③の事業）

畜⽔産物モニタリング検査等 輸出証明書の発給体制強化 インポートトレランス
申請に対する⽀援

精⽶輸出⽤のくん蒸等の
規制対応に対する⽀援

⺠間団体等
(独法、JA等を含む)

委託、定額、1/2、事務費
（１、２の①➁④の事業）

定額、1/2

海外での品種登録の⽀援
（無断栽培の防⽌）

【市場の監視・調査】

海外模倣品対策

輸出環境整備緊急対策事業



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．加⼯⾷品国際標準化緊急対策

⾷品添加物の代替利⽤を促す早⾒表の作成等や、包材等の開発（国際標準
化）を⽀援することで、加⼯⾷品の輸出を促進します。

２．JAS・JFSの普及対策事業
① 有機JAS普及対策

有機JAS制度の運⽤改善効果を実証するため、将来の輸出拡⼤に向けたス
テップとして有機JAS認証取得予定者等の認証取得を⽀援します。

② ⽇本発⾷品安全マネジメント規格の普及対策
JFS規格の認証取得への導⼊となる各種研修の実施、JFS規格のモデル認証

取得や取得ノウハウ等の情報発信を⽀援します。

３．⾷品産業労働⽣産性向上技術導⼊実証事業
⾷品産業の国際競争⼒の強化に向け、AI、ロボット、IoT等を活⽤した⾃動化

技術等を実際の現場にモデル的に導⼊、実証する取組や、先端技術の低コスト化
や⼩型化に関する改良の取組を⽀援します。また、これらの取組の成果を研修会の
開催等により⾷品業界全体に普及させる取組を⽀援します。

４．フードテックビジネス実証⽀援事業
⾷品産業の国際競争⼒の強化に向け、フードテック等を活⽤し、国内外のニーズ

等に対応するビジネスモデルの実証を⽀援します。また、これらの実証の成果の横展
開を図るための情報発信等の取組を⽀援します。

⾷品産業の国際競争⼒強化緊急対策事業
【令和４年度補正予算額 396百万円】

＜対策のポイント＞
加⼯⾷品の国際標準化対応や我が国の規格認証の普及、先端技術の活⽤等、輸出先国のニーズへの対応を強化し、加⼯⾷品等の輸出拡⼤を図る

ため、⾷品産業の課題解決の取組を⽀援します。

＜事業⽬標＞
農林⽔産物・⾷品の輸出額の拡⼤（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）

＜事業の流れ＞

国
定額 ⺠間団体等

（⺠間事業者、⼀般
社団法⼈を含む）

⺠間団体等
（⽣産者、⾷品事業

者を含む）
1/2、定額

［お問い合わせ先］
（１〜３の事業）⼤⾂官房新事業・⾷品産業部⾷品製造課 （03-6744-7180）
（４の事業） ・企画グループ・（03-6744-2352）

＜フードテックビジネスの実証⽀援＞

IoT化
ロボット化

＜⽇本発⾷品安全マネジメント規格の普及対策＞
グループで有機JAS認証

売り先を確保して有機JAS認証

＜有機JASの普及対策＞

＜加⼯⾷品の国際標準化＞

輸出先国における加⼯⾷品の
規制への対応が必要

国際標準化に向けた取組を⽀援

＜⽣産性向上技術の導⼊＞
先端技術を活⽤した⽣産性向上⽀援

①早⾒表の作成
②代替添加物の活⽤
③包装資材の変更

昆⾍を活⽤した
国産飼料

・環境負荷の低減など、国内外の
ニーズに対応

・⾷料安全保障に貢献

販
路
拡
⼤
षHACCPの

考え⽅を
取り⼊れた衛⽣管理

HACCPに
基づく
衛⽣管理

国際標準の
⾷品安全

マネジメントシステム



【令和4年度補正予算額 6,000百万円】

＜対策のポイント＞
⾷品製造事業者等が⾏う輸出先国等の規制・条件（⾷品衛⽣、ハラール・コーシャ等）に対応した施設の新設及び改修、機器の整備を⽀援します。

＜事業⽬標＞
農林⽔産物・⾷品の輸出額の拡⼤（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．加⼯⾷品等の輸出拡⼤に向け、輸出先国等の求める基準・条件等の規制に
対応するため、製造・加⼯、流通等の施設の新設（掛かり増し経費）及び改修、
機器の整備に係る経費を⽀援します。
① 輸出先国等の政府機関が定める、HACCP等の要件に適合する施設の認定
取得に必要な施設・設備

② ISO、FSSC、JFS-Ｃ、有機JAS等の認証取得に必要な施設・設備
③ 検疫や添加物等の規制に対応した製品の製造に必要な施設・設備

２．施設整備と⼀体的に⾏い、その効果を⾼めるために必要なコンサルティング
費⽤等の経費（効果促進事業）を⽀援します。

［お問い合わせ先］輸出・国際局輸出⽀援課（03-6744-7184）

国 都道府県
⾷品製造事業者
⾷品流通事業者

中間加⼯事業者等
（地⽅公共団体、都道府県知
事が適当と認める者を含む）

交付（定額） 1/2以内

＜事業の流れ＞

厳密な温度管理に対応する急速
冷凍庫等の導⼊

空気を経由した汚染を防⽌する
設備（パーティション）の導⼊

排⽔溝

施設の衛⽣管理の強化に対応す
る排⽔溝、床、壁等の改修

製造ラインにおいて添加物混⼊を
回避する輸出専⽤ミキサーの導⼊

⾷品産業の輸出向けHACCP等対応施設整備緊急対策



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．輸出対応型施設の整備

「強い農林⽔産業」の構築に向け、国産農産物等の輸出促進の取組に必要とな
る輸出対応型の集出荷貯蔵施設や処理加⼯施設等の整備を⽀援します。

２．輸出促進に繋がる卸売市場等の整備
⽣鮮⾷料品等の輸出促進を図るため、輸出先国までの⼀貫したコールドチェーン

システムの確保に資する施設や輸出先国が求める衛⽣基準等を満たす施設等の
整備を⽀援します。

農産物等輸出拡⼤施設整備事業
【令和４年度補正予算額 5,000百万円】

＜対策のポイント＞
国産農産物等の輸出の拡⼤に必要な集出荷貯蔵施設・処理加⼯施設等の産地基幹施設やコールドチェーン対応卸売市場施設等の整備を⽀援します。

＜事業⽬標＞
農林⽔産物・⾷品の輸出額の拡⼤（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）

コールドチェーン対応卸売市場施設

⾼度な温度管理が可能な施設
を整備することで、輸出先国ま
での⼀貫したコールドチェーンシス
テムを確保

⻑期間の品質維持を可能とする処理・加⼯施設（ＣＡ貯蔵※施設等）

⻑期間品質を維持することで、
輸出先国の需要時期に合わせ
た供給を可能とする⻘果物の⻑
期保存体制を構築

［お問い合わせ先］（１の事業）農産局総務課⽣産推進室 （03-3502-5945）
（２の事業）⼤⾂官房新事業・⾷品産業部⾷品流通課（03-6744-2059）

＜事業の流れ＞

国
都道府県

市町村
1/2以内等 1/2以内等

農業者の組織
する団体等

（⺠間事業者、卸売市場
開設者を含む）

1/2以内等

交付
（定額）

輸出物流事業者等
（卸売市場開設者を含む）1/3以内

（１、２の事業
の⼀部）

（２の事業の⼀部）

※ 貯蔵庫内の酸素の減少や低温管理等により、貯蔵⻘果物の呼吸を極⼒低減することで、⻘果物に含まれる成分の減
耗を防⽌し、⾷味や⾷感を⻑期間維持する貯蔵⽅法



［お問い合わせ先］⽔産庁計画課（03-3502-8491）

⽔産物輸出促進緊急基盤整備事業＜公共＞

＜対策のポイント＞
⽔産物の更なる輸出拡⼤に向けて、産地における輸出促進の取組と連携しつつ、⼤規模な⽔産物流通・⽣産の拠点における集出荷機能の強化や輸出
ポテンシャルの⾼い沿岸性資源等の回復・増産、養殖⽔産物の⽣産機能の強化等を推進します。

＜事業⽬標＞
⽔産物輸出額の拡⼤（5,568億円［令和７年度まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．⼤規模流通拠点の集出荷機能の強化及び輸出対象⽔産物の増産
⼤規模流通拠点（特定第３種漁港等）において、輸出先国・地域が求める衛

⽣管理基準等に適合した集荷・保管・分荷・出荷等に必要な共同利⽤施設等の
⼀体的整備を推進します。また、輸出のポテンシャルの⾼い沿岸性資源等の回復・
増産を図るため、⽔産動植物の⽣息環境を改善する⿂礁や藻場等の漁場整備を
推進します。

２．養殖⽔産物の⽣産機能の強化
養殖の⽣産拠点において、輸出先国・地域のニーズが⾼い⽔産物の養殖場及び養

殖⽔産物の流通・加⼯等に必要な共同利⽤施設等の⼀体的整備を推進します。

【令和４年度補正予算額 4,000百万円】

床・壁の改修 天井・照明機器改修

② 養殖の⽣産拠点の整備
養殖場消波施設

桟橋

屋根付き岸壁

底質改善

加工場

荷さばき所（作業所等）
種苗生産施設

陸揚施設

① ⼤規模流通拠点等の整備

水産物流通センター（集荷・保管・分荷・出荷）

荷さばき施設、製氷、冷凍・冷蔵施設、共同の建替・一次処理施設等

漁場

＜事業の流れ＞

国
地⽅公共団体1/2等

⽔産業協同組合
※ 事業の⼀部は、直轄で実施

（国費率2/3等）



＜対策のポイント＞
畜産物の輸出拡⼤を図るため、畜産農家・⾷⾁処理施設・⾷⾁流通事業者で組織するコンソーシアムが取り組む⾷⾁処理施設の再編等を⽀援すると

ともに、輸出対応型畜産物処理加⼯施設の整備を⽀援します。

＜事業⽬標＞
農林⽔産物・⾷品の輸出額の拡⼤（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．⾷⾁流通構造⾼度化・輸出拡⼤事業
① ⾷⾁流通構造⾼度化・輸出拡⼤推進事業

畜産農家・⾷⾁処理施設・⾷⾁流通事業者でコンソーシアムを組織し、国産⾷
⾁の⽣産・流通体制の強化及び輸出拡⼤を図るための５か年計画（コンソーシ
アム計画）の策定やその実現に向けた取組を⽀援します。

② ⾷⾁処理施設の整備
コンソーシアム計画に位置付けられた、⾷⾁処理施設の再編等に必要な施設

整備、機械導⼊等を⽀援します。

２．輸出対応型畜産物処理加⼯施設整備事業
畜産物の輸出拡⼤を図るために必要となる畜産物処理加⼯施設の整備を⽀援

します。

【令和４年度補正予算額 7,003百万円】

推進費︓定額
施設整備︓1/2以内

＜事業の流れ＞

都道府県

畜産農家・⾷⾁処理施設・
⾷⾁流通事業者
によるコンソーシアム交付

国

畜産物処理加⼯施設
１/２以内

（２の事業）

（１の事業）

⾷⾁処理施設

⾷⾁流通事業者

・⽣産コストの低減、品質の向上
・消費者ニーズに即した国産⾷⾁の⽣産

・施設の再編や⾼度化のための施設整備
（稼働率・衛⽣⽔準の向上）
・⾃動化等による労働⼒不⾜の解消

・消費者ニーズに即した国産⾷⾁の調達のため
の⽣産者への情報提供

コンソーシアム計画の実現に必要な
施設整備、機械導⼊等を⽀援します

畜産農家

集出荷の
安定

⾷⾁流通の
安定

⽣産者との
連携強化

輸出対応型畜産物処理加⼯施設
の整備を⽀援します

⽶国、EU等は⾼い衛⽣⽔準
（HACCP対応）を要求

［お問い合わせ先］畜産局⾷⾁鶏卵課 （03-3502-5989）
⽜乳乳製品課（03-3502-5987）

⾷⾁等流通構造⾼度化・輸出拡⼤事業



国内森林資源活⽤・⽊材産業国際競争⼒強化対策のうち
⽊材製品等の輸出⽀援対策

＜対策のポイント＞
輸出に向けた⽊材製品の国際競争⼒強化のため、輸出先国におけるSNS等を⽤いたプロモーション活動、輸出先国のニーズや規格・基準に対応するための性

能検証等、特⽤林産物の販売促進の取組を⽀援します。また、きのこの知的財産保護に対する取組を⽀援します。

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．⽇本産⽊材製品等の輸出⽀援対策
① 輸出先国の規格・基準等に対応した性能検証等⽀援事業

構造材や内装材等の付加価値の⾼い⽊材製品の輸出を促進するため、輸出先
国のニーズや規格・基準に対応するための性能検証等を⽀援します。

② ⽇本産⽊材製品の輸出拡⼤⽀援事業
付加価値の⾼い⽊材製品の理解促進を図り、海外販路を拡⼤するため、ターゲッ

トとする輸出重点国（中国、⽶国、韓国、台湾）において効果的なSNS等を⽤い
たプロモーション活動を⽀援します。

③ 特⽤林産物の販売促進活動
国産特⽤林産物について、魅⼒や品質等の理解醸成のために必要な情報発信

等の販売促進活動等を⽀援します。

２．きのこの知的財産保護対策
きのこ品種の育成者権の侵害実態の把握や簡易DNA鑑定技術の対象拡⼤など

⽔際対策の体制整備を⽀援します。

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］
（１の①の事業）林野庁⽊材産業課 （03-6744-2295）
（１の②の事業）林野庁⽊材利⽤課 （03-6744-2299）

（１の③、２の事業）林野庁経営課 （03-3502-8059）

国
⺠間団体等

（１の②・③、２の事業）⺠間団体等

定額 定額
⺠間事業者等 (１の①の事業)

定額

きのこの知的財産保護対策

・DNA鑑定による海外における育成者権侵害実態の把握

・簡易DNA鑑定技術等⽔際対策の体制整備

簡易DNA鑑定技術
⽇本産⽊材製品の輸出拡⼤⽀援事業

・輸出重点国におけるSNS等を⽤いた
プロモーション活動

輸出先国の規格・基準等に対応した性能検証等⽀援事業

・輸出先国の規格・基準に対応した性能検証

特⽤林産物の販売促進活動

・特⽤林産物の情報発信等の販売促進活動

【令和4年度補正予算額 49,891百万円の内数】



お問い合わせ先について

１ 品⽬別輸出⽬標の達成に向けた官⺠⼀体となった海外での販売⼒の強化
事業名 担当部署 お問い合わせ先

マーケットイン輸出ビジネス拡⼤緊急⽀援事業 農林⽔産省輸出・国際局輸出企画課 ０３－３５０２－３４０８

輸出ターゲット国における輸出⽀援体制の確⽴緊急対策 農林⽔産省輸出・国際局国際地域課 ０３－３５０２－８０５８

中⼩企業⽣産性⾰命推進事業 中⼩企業庁技術・経営⾰新課
中⼩企業庁創業・新事業促進課

０３－３５０１－１８１６
０３－３５０１－１７６７

海外市場開拓・有志国サプライチェーン構築等促進事業 経済産業省貿易経済協⼒局貿易振興課 ０３－３５０１－６７５９

２ マーケットインの発想で輸出にチャレンジする農林⽔産事業者の後押し
事業名 担当部署 お問い合わせ先

グローバル産地づくり緊急対策事業 農林⽔産省輸出・国際局輸出⽀援課 ０３－６７４４－２３９８

加⼯⾷品クラスター緊急対策⽀援事業 農林⽔産省⼤⾂官房新事業・⾷品産業部⾷品製造課 ０３－６７４４－２０６８

農林⽔産・⾷品関連スタートアップ等へのリスクマネー緊急対策 農林⽔産省⼤⾂官房新事業・⾷品産業部新事業・
⾷品産業政策課 ０３－６７０４－２０７６

輸出物流構築緊急対策事業 農林⽔産省⼤⾂官房新事業・⾷品産業部⾷品流通課 ０３－３５０２－５７４１

畜産物輸出コンソーシアム推進対策事業 農林⽔産省畜産局⾷⾁鶏卵課 ０３－３５０２－５９８９

⽇本産酒類海外展開⽀援事業費補助⾦等 国税庁酒税課 ０３－３５８１－４１６１

特定農林⽔産物・⾷品輸出促進港湾形成事業 国⼟交通省港湾局計画課 ０３－５２５３－８６７０



３ 省庁の垣根を超えた政府⼀体となった輸出の障害の克服等
事業名 担当部署 お問い合わせ先

輸出環境整備緊急対策事業 農林⽔産省輸出・国際局輸出⽀援課 ０３－６７４４－２３９８

⾷品産業の国際競争⼒強化緊急対策事業 農林⽔産省⼤⾂官房新事業・⾷品産業部⾷品製造課 ０３－６７４４－７１８０

⾷品産業の輸出向けＨＡＣＣＰ等対応施設整備緊急対策 農林⽔産省輸出・国際局輸出⽀援課 ０３－６７４４－７１８４

農産物等輸出拡⼤施設整備事業 農林⽔産省農産局総務課⽣産推進室
農林⽔産省⼤⾂官房新事業・⾷品産業部⾷品流通課

０３－３５０２－５９４５
０３－６７４４－２０５９

⽔産物輸出促進緊急基盤整備事業＜公共＞ ⽔産庁計画課 ０３－３５０２－８４９１

⾷⾁等流通構造⾼度化・輸出拡⼤事業 農林⽔産省畜産局⾷⾁鶏卵課 ０３－３５０２－５９８９

⽊材製品等の輸出⽀援対策
林野庁⽊材産業課
林野庁⽊材利⽤課
林野庁経営課

０３－６７４４－２２９５
０３－６７４４－２２９９
０３－３５０２－８０５９
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